
        地下空間内における火災防止と被害軽減のあり方 

－韓国地下鉄火災事例より－ 

        

                                       

                 

                           

１．まえがき 

 大都市では，地上・空中に加え地下の利用がなされ，地下鉄，地下歩道，地下街，地下駐車場など多くの施設が

建設され，都市生活者にとって有用な施設となっている．そして，環境負荷の低減や都市再生の上から，地下空間

は残された貴重な空間としてその有効利用が大きな関心を集めており，その利用が深層化，大規模化，複合化して

ゆく傾向にある．しかし，平成15年2月18日に発生した韓国大邱市の地下鉄での放火による火災の大惨事は，地下空

間を日常利用している都市生活者に，計り知れない不安を与えた．そのため，地下鉄や地下街などの地下空間施設

に対する安全の考え方や防災対策が緊急の課題として求められている． 

 本稿では，この地下鉄火災事例から「今後の地下空間内における火災防止と被害軽減のあり方」について述べる． 
 

２．韓国地下鉄火災の経過 

 目撃者の証言および公表された当時の交信記録の分析結果から，火災は次のような経過で拡大したと思われる．

①放火された車両内で燃焼拡大，②同じ列車の他の車両やホームにも多量の煙が流れ込んだ，③更に，出火車両が

ほぼ火災盛期に達した段階（出火から約２分後）で，隣のホームに列車が進入，④その列車の車両内にまず煙が侵

入・充満して，車両内部ではほぼ見通しがきかなくなった，⑤出火列車の複数の窓から噴出した火炎により延焼，

⑥出火車両もごく短時間で炎上した．全犠牲者（3/18現在，死者198名のうち身元判明は49名）の過半数が後から駅

に進入した列車で発生しているが，全車両の扉が閉鎖され，一部の扉は駅乗務員や乗客が手動開放したが，ほとん

どの扉は開放されなかったため，避難できなかったことが原因と推測される．隣接列車での死因が最初に侵入した

煙による中毒かその後の延焼による焼死かは未解明．また，現場に居合わせた乗客によると，隣接列車で炎上が始

まるまで，避難誘導のための車内放送はされなかったと証言されている．車両の天井は強化プラスチック製で(金属

に突き板としたものか無垢板かは不明)，出火車両や隣接列車の急激な燃焼拡大は，この天井への着火を契機として

引き起こされた可能性が高い． 
 

３．日本の地下鉄道における防火安全性の現状からみた 

  韓国地下鉄火災の重要性
１）
 

 既往の地下空間の災害では，表－１に示すように火災によ

る事例が多い．日本でも同様な火災が起こり得るかどうかは，

本火災の調査分析や日韓の鉄道関係防火規制の比較に基づい

て冷静に検討すべきであるが，本火災とその被害の拡大の程

度には，鉄道関係者や防災専門家の一般的な想像を超えるも

のがありながら，世界の地下鉄道や電車車両に一般的に見ら

れる特徴や傾向と無関係ではないと見られる点も多いため，

本火災を契機として，地下鉄道の防火安全性を見直す必要は

大きい．日本では，これまで，電車・地下駅について，以下

のような防火規制が行われてきた．  
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表－１ 地下空間における被災事例 

用途 被災種類 事　　　例 発生年月

道路 火災 鈴鹿トンネル内火災 1967.03

東名高速日本坂トンネル 1979.07

その他 国道229号豊浜トンネル 1996.02

鉄道 火災 営団地下鉄日比谷線車両火災 1968.01

  大阪地下鉄工事現場都市ガス爆発火災 1970.04

北陸トンネル内列車火災 1972.11

名古屋地下鉄変電室火災 1983.08

近鉄東大阪線新生駒トンネル火災 1987.09

　 ロンドン地下鉄火災 1987.11

ユーロトンネル 1996.11

地震 神戸高速鉄道大開駅（阪神・淡路大震災） 1995.01

　 浸水 地下鉄東西線東陽町～南砂町間 1990.09

地下街など 火災 静岡駅前ゴールデン街のガス爆発 1980.08

東京・世田谷地下ケーブル火災 1984.11

阪急三番街 1988.05

ワールドトレードセンター地下駐車場 1993.02

地震 六甲アイランド再生水施設（阪神・淡路大震災） 1995.01

浸水 地下駐車場・飲食店（鹿児島天文館） 1993.08

営団地下鉄赤坂見附駅 1993.08
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１）電車の車両：1968年の営団地下鉄日比谷線車両火災，1972年の旧国鉄北陸トンネル火災を契機として，内外装・

床上敷物・座席等に使用する材料や機器の防火性能を規定する普通鉄道構造規則が導入され，電車の防火性能規制

として長く使われてきた．本規制導入後も1987年近鉄東大阪線生駒トンネル火災のように死者の出た車両火災はあ

るが，いずれもケーブルや故意に放置されたと思われる物の燃焼によるものであり，車両本来の積載物・材料の燃

焼が原因で死者を出したと考えられる事例は発生していない． 

２）地下駅：鉄道営業法の技術基準省令により，1975年以降，施設の構造・内装の不燃化，排煙設備の設置等が要

求されており，発生した顕著な地下駅舎火災としては，1983年の名古屋市地下鉄東山線栄駅変電施設火災で消防活

動中の消防士2人が殉職した事例がある．省令通達前に開業しているため，当時，省令を満足していたかどうかは不

明であるが，出火当時，駅構内にいた約500人の利用客は無事，避難できている． 

 北陸トンネル火災（1972）を契機として上記のような規制導入され，日本では，電車車両や駅舎の構造を原因と

する死亡火災を生じていないという事実は，これらの規制が，鉄道車両火災予防上，効果をあげてきたと云えるが，

規制導入前に建設された駅等には，規制に適合しないものも存在するというのが現実であろう（国土交通省による

緊急調査結果を表－２に示す
２）
）． 

 現時点での日本における防火安全性では，以下のよ

うな項目が特記されると思われる． 

 ①各種規制は，過失・故障等による比較的小規模な

  出火を想定したもので，放火・テロ等は想定され

  ていない．  

 ②車両用材料の防火性能規制は着火・展炎に関する

  ものに限られ，煙・ガスの有害性は含まれてない． 

 ③燃焼拡大・煙流動・避難行動に関する解明は十分

  ではなく，既往の規制は出火防止・初期火災対策

  に頼った内容になっていること． 

 ④トンネル内での出火列車の対応について，マニュアル化が進んでいるが，他の列車については必ずしも明確で

  はないこと． 

等を考慮すると，今回のような出火や火災がある程度大規模化した場合，従来の防災対策が有効かどうかについて

検討が必要と思われる． 

４．今後の技術的課題 

 表－２に示すような基準導入前の駅舎における防災対策を早急に立案・実施するとともに，人間が使用する地下

空間の有効活用を考える場合，以下のような技術的課題があると考える． 

 ① 空間内に設置されている施設・備品等の燃焼性・ガス有害性の把握と制御  

  → 放火・テロのような瞬時に広範囲に高温となった場合における材料の燃焼性状の把握 

 ② 空間内における火災の被害を局限化させる方策の検討 

 → 延焼・煙拡大防止などを含む危機管理方法  

 ③ 発災後の空間内における避難誘導方針の検討 

 → 閉鎖空間内における不特定多数の人の避難行動，危機情報の伝達，エレベータ避難など避難手法の可能性  

 ④ 特殊形状による空気流出入経路の多い閉鎖的な空間で有効に機能する排煙方式の検討 

 → 機械式排煙方式における煙流動性状の把握  

 なお，本稿は，韓国の地下鉄火災後１ヶ月時点での情報をもとに土木学会地下空間研究委員会防災小委員会の有

志が取りまとめたものである． 

 (参考文献)1)建築学会HP：韓国大邱(テグ)市で発生した地下鉄火災について(第２報) 2)国土交通省HP：地下駅における避難通路及び排煙設備

の設置状況について（速報値）（鉄道局施設課）平成15年２月20日 

表－２ 緊急調査結果 

避難通路 排煙設備

札幌市交通局 ４５ １５ ７

仙台市交通局 １３ ０ ０

帝都高速度交通営団 １４３ ２３ ４７

東京都交通局 ９３ ２４ ２４

横浜市交通局 ２７ ８ ３

埼玉高速鉄道 ６ ０ ０

名古屋市交通局 ８１ １７ ３９

京都市交通局 ２７ ０ ０

大阪市交通局 １０２ １２ ３０

神戸市交通局 １９ ０ ０

福岡市交通局 １８ ０ ０

合計 ５７４ ９９ １５０

事業者名 地下駅数
昭和５０年に定めた基準を満た
していない駅数
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